









































理論 統治論（管理者理論） 統治論（管理者理論） 自治論（中間者理論）
実践 一般的な広報 シティプロモーション 問題提起型広報
事例 全国 全国 北海道恵庭市































































































































































































































































































































































































































































































































































理論 統治論（管理者理論） 統治論（管理者理論） 自治論（中間者理論）
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事例 全国 全国 北海道恵庭市













































































































































































































































































































































問題 水不足 ゴミ処理の限界 汚職事件 本の盗難
理念
事実の提示と考察
の触発
住民同士の話し合
いを促す
住民と共に行政・
議会・市民のあり
方を考える
住民と共に対策を
考える
狙い
水道料金値上げに
理解を得る
処理場の新設に理
解を得る
住民が自治の主体
であることを自覚
する
住民の手で問題を
解決し、図書館を
つくり育てる
媒体 新聞広告
広報誌
新聞広告
車内広告
映画
TV・ラジオ
広報誌
図書館だより
広報誌
手法
水道局長と著名人
の対談
経済学者の論文
施設見学
サマースクール
シンポジウム
住民の意見
座談会
学生へのインタ
ビュー
利用者討論会
反応
各方面の注目
記事広告ブーム
値上げは難航
建設への理解
予定地住民の反対
運動は継続
住民の応援の言葉
内部から批判
不明本の返却
住民からの寄贈
出典：草場（1980）および林（2000）を元に筆者作成
3   林は「広報マンは座談会を全部取り仕切ることができなければ、一人前とは言えない」
「広報マンはつまりコーディネーターでなくてはならない」（林 2000：12）と述べている。
この点からも、恵庭市の広報が中間者としての位置づけを目指したものであることが読
み取れる。
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4 広報は中間者となり得るか
4.1 なぜ問題提起型広報は広まらなかったか
様々な課題はあるにせよ、東京都と恵庭市の問題提起型広報が意欲的な取
り組みであり、成果を上げたことは確かである。しかし、これらの取り組み
の波及効果はさほど大きくなかった。東京都の事例は注目を集めたが、それ
は問題提起という中身ではなく、むしろ新聞広告の利用という媒体への注目
でしかなかった。恵庭市の「自治を問う」にしても、波及効果とみられるの
は秋田県若美町（現・男鹿市）の『広報わかみ』が 1996年に「自治を問う」と
いうタイトルで業者との癒着の問題を取り上げた（今川 1999：3-4）例が見ら
れるのみである。『広報えにわ』は現在も活発な問題提起型広報を展開して
いる（増田 2017）が、同様の取り組みの広がりはごく一部を除いてほとんど
見られない。
問題提起型広報が波及しなかった理由の一つは、「途中経過にせよ、確定
以前にせよ、住民に情報提供することは、住民をして蜂の巣をつついたよう
な状態にさせることであって、行政のとるべき方策としては、最も愚劣であ
るとされてきた」（草場 1980：34）からであろう。佐藤も「従来の行政の通念
では、決定以前に住民に知らせるなどは愚の骨頂、住民に気付かれないうち
にもまずに通すのが上手なやり方とされてきた」（佐藤 2007：148）と同様の
指摘を行っている。もちろん、「市民生活に直結したそれぞれの課にとって、
あまり実情を詳しく知らせたくない問題もある」（林 2000：13）のは事実で
あり、「市役所全体がまだ情報を公開し、市民と一緒に情報を共有し考えて
いくというスタイルが確立していなかった」（林 2000：13）という問題もあ
るだろう。「広報の先走りという批判」（林 2000：13）にどう立ち向かうかが
問われている。
もう一つの理由は、問題提起型広報が政治的すぎると忌避される傾向にあ
ることである。この点について、佐藤は「行政が政治の領域に深く入り込ん
でいる現状では、もはやこの峻別は不可能、首長の党派制むき出しの政治宣
伝の排斥は当然だが、行政が政治に変わって政策形成に関わっている以上
行政広報は政策広報も合わせて行わなければならない」（佐藤 2007：146）と
主張する。しかしながら、佐藤が「角を矯めて牛を殺す」と表現するように、
政治への関与を恐れるあまりに、無難な広報に終始してしまい、結果的に住
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民の無関心を加速させてしまう結果になっているのである 4。
4.2 問題提起型広報実現のための工夫
問題提起型広報を実現は、広報担当課の一存でできるものではない。その
意味では、理事者との関係や議会との関係は極めて重要である。東京都の事
例においては、当時の副知事の「傷の一つや二つ、君いいじゃないか」とい
う発言が「水キキン」キャンペーンの実施を後押しした（草場 1980：77）。恵
庭市の事例においても、林は「自治を問う」の企画を通すために理事者に理
解を求めた（林 2000：18）。そして、「理事者も腹のある方で、最終的には企
画通り通っていきました」（林 2000：19）と述べているように、理事者側の
理解が問題提起型広報の実施を後押ししたことが分かる。佐藤も、「問題に
なったとき広報実務担当者だけが責任を追及されるのでは尻込みせざるをえ
ないので広報責任者の地位は理事者かそれに準ずる者にする必要がある」（佐
藤 2007：148）と指摘する。
このような困難はあるものの、実際に問題提起型広報を実践した事例にお
いては、大きな問題というのは起きてはいないし、むしろ住民からは好意的
な反応を得ているのも事実である。事前の広報が混乱を来すというより、む
しろ「情報の提供によって決定以前にもめても決定後にもめるよりは収拾し
やすいし、時間の無駄もない」（佐藤 2007：148）のである。行政が住民との
間に信頼関係を築くことを目指すのであれば（これこそが PRの本来の意味
である）、「まずは、行政体自体が胸襟を開いて住民に語りかけることが先決
である」（草場 1980：297）。そして、佐藤の言うように、「決定以前の公開
と民意の反映により合意を形成し、決定を住民自身の物にすること」（佐藤
2007：148）が必要である。
おわりに：自治意識を育てる広報へ
ここまで、住民自治の視点から自治体広報についての考察を進めてきた。
広報がプロモーション化する現代においてこそ、住民自治を重視した広報の
価値を改めて見直す必要がある。本稿においては、東京都と北海道恵庭市か
ら 4つの事例を取り上げたが、これだけで十分とはいえない。とりわけ「広
4   問題提起型広報が住民の関心や行政への信頼を高め、お知らせ広報が無関心を加速させ
ることについては、増田（2017）において実証を行っている。
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報えにわ」では現在も問題提起型広報の取り組みが続いており、更なる事例
の分析が必要である。また、他の自治体においても、筆者が注目するもの
としては問題提起型広報を掲げる三重県名張市の『広報なばり』、住民の意
見を積極的に取り上げている北海道芽室町の『すまいる』などが挙げられる。
これらの事例との比較も必要である。更に、問題提起型広報の効果の検証に
ついては、増田（2017）において学生を対象とした実験によって効果を確か
めている。今後は、より一般的な対象でも効果があるかどうか、あるいは実
際に問題提起型広報の実践活動への参与観察などにより、更に検証を進める
ことが課題である。
参考文献
今川晃（1999）「序章　新しい時代の新しい地方自治」今川晃・高橋秀行・田島平伸『地域政
策と自治』公人社、1-13頁。
草場定男（1980）『行政 PR：その変遷と展望』公務職員研修協会。
佐藤竺（2007）『日本の自治と行政（上）：私の研究遍歴』敬文堂。
柴田晃芳（2001a）「政治的紛争過程におけるマス・メディアの機能（1）：『東京ゴミ戦争』を
事例に」『北大法学論集』第 51巻第 6号、57-87頁。
柴田晃芳（2001b）「政治的紛争過程におけるマス・メディアの機能（2・完）：『東京ゴミ戦争』
を事例に」『北大法学論集』第 52巻第 2号、143-171頁。
関谷直也（2014）「第 15章 行政広報」伊吹勇亮ほか『広報・PR論』有斐閣、251-267頁。
中村紀一（1976）「第七章　広報と広聴」辻清明編『行政学講座　第 3巻　行政の過程』東京
大学出版会、265-300頁。
林嘉男（2000）『自治体職員の意識改革を如何にして進めるか』公人の友社。
増田知也（2014）「第 2章　迷惑施設問題と手続き的公正」今川晃編『地方自治を問いなおす：
住民自治の実践がひらく新地平』法律文化社、40-58頁。
増田知也（2015a）「住民自治の視点による政策広報概念の検討」『月刊自治研』第 57巻第 669
号、80-85頁。
増田知也（2015b）「問題提起型広報の意義：特集『自治を問う』を事例として」『地方自治京
都フォーラム』第 124号、20-25頁。
増田知也（2017）「問題提起型広報が自治意識に与える効果」『同志社政策科学研究』第 19巻
第 1号、97-110頁。
松下圭一（1999）『自治体は変わるか』岩波書店。
三浦恵次（1972）『現代行政広報の社会学』福村出版。
三浦恵次（1997）『広報・宣伝の理論』大空社。
山中正剛・三浦恵次（1969）『広報・広告論』笠間書院。
吉富重夫（1970）「市政における広聴の役割：直接民主主義との関連で」『都市問題』第 61巻
第 9号、5頁。
45
住民自治と自治体広報
―シティプロモーションから問題提起型広報へ―
寄本勝美（1990）『ごみとリサイクル』岩波書店。
恵庭市（1994）『広報えにわ』1994年 11月号。
46
摂南法学第54 号〔2018.3〕
